
帳票 2 

1 

 

新旧対照表（北都銀行あきたびじん支店規定集） 

改定前 改定後 

あきたびじん支店取引規定 

 

第２条 取引の開始  

１.当店と取引を行うことができるお客さまは、日本国内に居住する満 18 歳以

上の個人・個人事業主の方に限られます。事業性の取引につきましてはご

利用になれません。この規定の第 18 条 4項に一にでも該当する場合には、

お取引をお断りします。  

２.当店との取引開始にあたっては、第 1 条に定める普通預金および定期預金

口座が必要です。また、第 4条に定める北都バンキングサービス「《HOKUTO》

マイバンク・ネット」（以下マイバンク・ネット）の利用登録が必須となり

ます。   

 ３.～５.（略） 

 

第４条 当店との取引方法  

1. お客さまは次の方法で当店と取引を行うことができます。なお、原則とし

て、当店を含む当行本支店の窓口での取引はできません。 

   (1)（略） 

 

 

 

 

(2) 当行本支店の現金自動預入払出兼用機(以下「ＡＴＭ」といいます。)

および当行と提携している金融機関等の現金自動預入払出兼用機・現金

自動預金機・現金自動支払機（以下、「ＡＴＭ・ＣＤ」といいます。）に

あきたびじん支店取引規定 

 

第２条 取引の開始  

１.当店と取引を行うことができるお客さまは、日本国内に居住する満 18 歳以

上の個人の方に限られます。事業性の取引につきましてはご利用になれま

せん。この規定の第 18 条 4項に一にでも該当する場合には、お取引をお断

りします。 

２.当店との取引開始にあたっては、第 1 条に定める普通預金および定期預金

口座が必要です。また、第 4 条に定めるインターネットバンキングサービ

ス「《HOKUTO》マイバンク・ネット」（以下マイバンク・ネットという）の

利用登録が必須となります。 

  ３.～５.（略） 

 

第４条 当店との取引方法 

お客さまは次の方法で当店と取引を行うことができます。なお、原則として、

当店を含む当行本支店の窓口での取引はできません。 

 １.（略） 

（新設） 

２.マイバンク・ネットのモバイルバンキングによる取引 

※インターネットを通じた当行所定の情報提供サービスに対応した携帯

電話機による取引をモバイルバンキングといいます。 

３.当行本支店の現金自動預入払出兼用機（以下「ＡＴＭ」という）および当

行と提携している金融機関等の現金自動預入払出兼用機・現金自動預金

機・現金自動支払機（以下、「ＡＴＭ・ＣＤ」という）による取引。 
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改定前 改定後 

よる取引。  

(3) その他当行が定めた方法による取引。  

 ２. 各取引方法において、当店で取扱う商品・業務等は当店所定のものとし、

当行本支店で取り扱う商品・業務等と異なる場合があります。  

 

第６条 ＡＴＭ故障時の取扱い  

 １.（略） 

 ２. 前項の理由によりマイバンク・ネットおよび当行ＡＴＭ等による取引がで

きない場合に、当店のサービスの取扱いに遅延、不能等があっても、これ

によって生じた損害について、当行は責任を負いません。  

 

 

第 11 条 諸手数料  

１.残高証明書発行手数料(消費税を含みます。)ほかその他の諸手数料(消費税

を含みます。)については、当店の普通預金口座から払戻請求書等の提出な

しに引き落とすものとします。  

２. （略） 

 

第 12 条 通知および告知方法  

 １.（略） 

 ２. 当行が届出の住所・氏名、メールアドレス等に各種通知および告知を行っ

た場合は、延着しまたは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達

したものとみなし、それによって生じた損害について、当行は責任を負い

ません。  

 

 

４.その他当行が定めた方法による取引  

各取引方法において、当店で取扱う商品・業務等は当店所定のものとし、

当行本支店で取り扱う商品・業務等と異なる場合があります。  

 

第６条 ＡＴＭ故障時の取扱い 

 １.（略） 

２.前項の理由によりマイバンク・ネットおよび当行ＡＴＭ等による取引がで

きない場合に、当店のサービスの取扱いに遅延、不能等があっても、これに

よって生じた損害については、当行に責がある場合を除き、当行は責任を負

いません。 

 

第 11 条 諸手数料   

１.残高証明書発行手数料（消費税を含む）ほかその他の諸手数料（消費税を

含む）については、当店の普通預金口座から払戻請求書等の提出なしに引

き落とすものとします。 

 ２.（略） 

 

第 12 条 通知および告知方法   

 １.（略） 

２.当行が行った各種通知および告知が延着しまたは到達しなかった場合に

は、通常到達すべき時に到達したものとみなし、それによって生じた損害

について、当行は責任を負いません。 

 

 



帳票 2 

3 

 

改定前 改定後 

第 13 条 商品・業務等の変更  

 １.当行は、当店で取扱う商品・業務等を、お客さまに事前に通知することな

く任意に変更することができるものとします。また、当該変更のために当

行所定のホームページ等を一時利用停止にすることがあります。  

 ２. （略） 

３. 当行の任意の変更によって生じた損害について、当行は責任を負いませ

ん。 

  

第 14 条 届出事項の変更等  

 １.印章、住所、氏名、電話番号、メールアドレス等その他の届出事項に変更

があったときは、直ちに当行所定の方法により届け出てください。届出の前

に生じた損害について当行は責任を負いません。変更の届出は当店の変更処

理が終了した後に有効となります。変更処理が終了するまでの間に、変更が

行われなかったことにより、お客さまに損害が生じても当行は責任を負いま

せん。  

  

２.～４.（略） 

 

第 15 条 喪失の届出  

 １. お届出印、キャッシュカード等を紛失した場合は、直ちに当行へ通知する

とともに、当行所定の手続きを行ってください。なお、キャッシュカード

を再発行する場合には、当行所定の再発行手数料(消費税を含みます。)を

いただきます。  

  

２. お届出印、キャッシュカード等を紛失した場合、通知以前に生じた損害に

第 13 条 商品・業務等の変更   

１.当行は、当店で取扱う商品・業務等を、変更することができるものとしま

す。また、当該変更のために当行所定のホームページ等を一時利用停止にす

ることがあります。   

２.（略）  

３.当行の任意の変更によって生じた損害については、当行に責がある場合を

除き、当行は責任を負いません。  

 

第 14 条 届出事項の変更等   

１.印章、住所、氏名、電話番号、メールアドレス等その他の届出事項に変更

があったときは、直ちに当行所定の方法により届け出てください。届出の前

に当該届出がなされなかったことにより生じた損害については、当行に責が

ある場合を除き、当行は責任を負いません。変更の届出は当店の変更処理が

終了した後に有効となります。変更処理が終了するまでの間に、変更が行わ

れなかったことにより、お客さまに損害が生じても当行に責がある場合を除

き当行は責任を負いません。 

２.～４.（略） 

 

第 15 条 喪失の届出   

１.お届出印、キャッシュカード等を紛失した場合は、直ちに当行へ通知する

とともに、当行所定の手続きを行ってください。なお、キャッシュカードを

再発行する場合には、当行所定の再発行手数料（消費税を含む）をいただき

ます。   

 

２.お届出印、キャッシュカード等を紛失した場合、通知以前に当該通知がな
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改定前 改定後 

ついては、当行は責任を負わないことがあります。  

 

 

第 16 条 定期預金の取扱い  

1.２．（略） 

 

 

 

３. 原則として、満期日前に解約することはできません。ただし、当行がやむ

をえないものと認めて満期日前に解約する場合は、当行所定の方法により 

受付いたします。  

 ４. 当店では自動解約型の定期預金を取扱う場合があります。  

 ５. 元金の一部を解約することはできません。  

 

第 17 条 成年後見人などの届出  

 １.成年後見制度利用者は当店でのお取引はできません。  

 ２.家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ち

に成年後見人等の氏名その他の必要な事項を当行所定の書面によって当

店に届出てください。  

 

  

３．家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ち

に任意後見人の氏名その他の必要な事項を書面によって当店に届出てくだ

さい。  

 

されなかったことにより生じた損害については、当行に責がある場合を除

き、当行は責任を負いません。 

 

第 16 条 定期預金の取扱い 

1.２．（略） 

（新設） 

３.定期預金を満期日に解約する場合は、当行所定の方法により当行所定の受 

付期間内に解約予約の手続きを行ってください。 

４.原則として、満期日前に解約することはできません。ただし、当行がやむ

をえないものと認めて満期日前に解約する場合は、当行所定の方法により

受付いたします。 

５.当店では自動解約型の定期預金を取扱う場合があります。 

６.元金の一部を解約することはできません。  

 

第 17 条 成年後見人などの届出   

（削除） 

１.家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ち

に成年後見人等の氏名その他の必要な事項を当行所定の書面によって当店

に届出てください。また、預金者の補助人・保佐人・後見人について、家

庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合も、同様にお

届けください。 

２.家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ち

に任意後見人の氏名その他の必要な事項を書面によって当店に届出てくだ

さい。 
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改定前 改定後 

 

 

 

 

 

 

 ４. 前二項の届出前に生じた損害については、当行は責任を負いません。  

 

 

第 18 条 解約  

 １.２.（略） 

 ３.お客さまについて次の各号の事由が一つでも生じた場合、当行は当店との

すべての取引を停止し、またはお客さまに通知することにより当店とのす

べての取引を解約できるものとします。なお、通知により解約する場合、

到達のいかんにかかわらず、当行が解約の通知を届出の住所・氏名にあて

て発信した時に解約されたものとします。この停止または解約によって生

じた損害について、当行は責任を負いません。  

(1) (2)（略）  

(3) お客さまの責に帰すべき事由によって、当行においてお客さまの所在

が不明になったとき  

(4)～(6)（略） 

  ４. 当店との取引は次の各号のいずれにも該当しない場合に利用することが

でき、次の各号の一にでも該当する場合には、当行は当店との取引をお

断りするものとします。また、前項のほか、次の各号の一にでも該当し、

お客さまとの取引を継続することが不適切である場合には、当行は当店

（新設） 

３.すでに補助・補佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意後見監

督人の選任がされている場合にも、前２項と同様にお届けください。 

（新設） 

４.前３項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様にお届けくだ

さい。 

５.前４項の届出前に当該届出がなされなかったことにより生じた損害につい

ては、当行の責に帰すべき事由がある場合を除き、当行は責任を負いません。 

 

第 18 条 解約 

 １.２.（略） 

３.お客さまについて次の各号の事由が一つでも生じた場合、当行は当店との

すべての取引を停止し、またはお客さまに通知することにより当店とのす

べての取引を解約できるものとします。この停止または解約によって生じ

た損害について、当行は責任を負いません。   

 

  

(1) (2)（略） 

 (3) 住所変更等の届出を怠る等により、当行が相当と認める期間、当行にお

いてお客さまの所在が不明になったとき 

(4)～(6)（略） 

４.当店との取引は次の各号のいずれにも該当しない場合に利用することがで

き、次の各号の一にでも該当する場合には、当行は当店との取引をお断り

するものとします。また、前項のほか、次の各号の一にでも該当し、お客

さまとの取引を継続することが不適切である場合には、当行は当店との取
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改定前 改定後 

との取引を停止し、またはお客さまに通知することにより当店との全て

の取引を解約することができるものとします。  

  （1）(略) 

   (2) お客さまが、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を

経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関連企業、総会屋等、社会運

動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、これらに準ずる者（以下

これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該

当する事が判明した場合  

    Ａ.～Ｄ.（略） 

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有すること  

   (3)（略） 

 ５.解約時にお客さまへの返還金等がある場合は、お客さまが指定する金融機

関の口座へ当行所定の窓口振込扱いでの振込手数料(消費税を含みます。)

を差し引いた後に手続きします。また、貸越元利金、未収手数料等がある

場合は、それらをお支払いいただいた後に手続きをいたします。  

 ６.～９.（略） 

 

第 22 条 規定の変更  

 １. 当行は本規定の内容をお客さまに事前に通知することなく任意に変更す

ることができるものとし、変更日以降は変更後の内容に従い取扱うものと

します。内容を変更する場合、当行は変更後の内容を当行所定のホームペ

ージに掲示することにより告知します。  

 ２. 当行の任意の変更によって生じた損害について、当行は一切責任を負いま

せん。  

引を停止し、またはお客さまに通知することなく当店との全ての取引を解

約することができるものとします。   

 (1)（略） 

(2) お客さまが、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関連企業、総会屋等、社会運動等

標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、これらに準ずる者（以下これら

を「暴力団員等」という）に該当し、または次のいずれかに該当する事

が判明した場合    

  Ａ.～Ｄ.（略） 

Ｅ.自己、自社の役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員 

等と社会的に非難されるべき関係を有すること 

(3)（略） 

５.解約時にお客さまへの返還金等がある場合は、お客さまが指定する金融機

関の口座へ当行所定の窓口振込扱いでの振込手数料（消費税を含む）を差し

引いた後に手続きします。また、貸越元利金、未収手数料等がある場合は、

それらをお支払いいただいた後に手続きをいたします。 

６.～９.（略） 

 

第 22 条 規定の変更   

１.本規定の内容については、本サービスの利便性の向上または運用に支障を

きたす恐れがある場合等は、ホームページ掲載による表示その他相当の方法

で周知することにより、変更できるものとします。 

 

２.前項 1 の変更は、周知の際に定める適用開始日から適用されるものとしま

す。 
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改定前 改定後 

 ３. 変更後の規定を必要とする場合は、別途当店に請求してください。  

以 上 

（削除） 

以 上 

インターネットバンキング 《ＨＯＫＵＴＯ》マイバンク・ネット利用規定 

 

第１条.《ＨＯＫＵＴＯ》マイバンク・ネット 

 １.《ＨＯＫＵＴＯ》マイバンク・ネットの内容   

北都バンキングサービス《ＨＯＫＵＴＯ》マイバンク・ネットとは、北都銀行

（以下「当行」といいます。）所定の申込書により本サービスの利用申し込み

を行った者が、当行からその承諾を受け取り利用契約者となり、パーソナルコ

ンピュータ.携帯電話等当行の指定するデータ通信可能な端末を通じて当行に

次の取引の依頼を行い、当行がその手続きを行うサービスをいいます。パーソ

ナルコンピュータ等の端末機を通じたインターネットによる取引を「インター

ネットバンキングサービス」、携帯電話等モバイル機器を通じたデータ通信に

よる取引を「モバイルバンキングサービス」といいます。(あきたびじん支店

ではインターネットバンキングサービスのみご利用いただけます。）  

 

【提供するサービス】 

  (1) 資金の「振込・振替サービス」  

(2) 預金口座の「照会サービス」  

(3) 定期預金・積立定期預金サービス 

   (4) 税金.各種料金払い込みサービス(Pay-easy)  

(5) 各種ローンサービス  

(6) その他当行が別途定めるサービス   

  ※ 「モバイルバンキングサービス」では上記(3)、(4)、(5)、(6)のお取引

はできません。 

インターネットバンキング 《ＨＯＫＵＴＯ》マイバンク・ネット利用規定 

 

第１条 インターネットバンキングサービス《ＨＯＫＵＴＯ》マイバ ンク・ 

ネットの内容   

インターネットバンキングサービス《ＨＯＫＵＴＯ》マイバンク・ネット（以

下、マイバンク・ネットという）とは、北都銀行（以下「当行」という）所定

の申込書により本サービスの利用申し込みを行った者が、当行からその承諾を

受け取り利用契約者となり、パーソナルコンピュータ、携帯電話等当行の指定

するデータ通信可能な端末を通じて当行に次の取引の依頼を行い、当行がその

手続きを行うービスをいいます。パソコン等の端末機を通じたインターネット

による取引を「インターネットバンキングサービス」、携帯電話等モバイル機

器を通じたデータ通信による取引を「モバイルバンキングサービス」といいま

す。(あきたびじん支店ではインターネットバンキングサービスのみご利用い

ただけます。）   

 

(1) 資金の「振込・振替サービス」   

(2) 口座の「照会サービス」 

（削除） 

（削除） 

(3) 各種ローンサービス 

(4) その他サービス 

（削除） 
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※ 上記のサービスは、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（以下「NTT デー

タ」）の「AnserParaSOL」サービスを利用して提供します。パーソナルコ

ンピュータ等からインターネットを介して当行所定のホームページにア

クセスして行うサービスを「インターネットバンキング」（以下「本サー

ビス」といいます。）といい、契約者は、本規定の内容を十分に理解した

うえで、自らの判断と責任において本サービスを利用するものとします。

本サービスにかかる各申込書は契約者が自署するものとします。  

 

 

 

 

２.利用対象者   

（略） 

   (1) 18 歳以上、日本国内在住の個人、個人事業主に限ります。 

   (2)～(4)（略） 

 

３.利用口座の届出・登録 

(1)～(4)（略） 

(5) 当行は、対象口座として登録できる預金種類・口座数を契約者に対して

事前に通知すること無しに変更する場合があります。 

 

４.使用できる端末  

（略） 

(1) 当行推奨のブラウザ（インターネットホームページの閲覧用ソフト）

を備え、電子メールを受信できるパーソナルコンピュータ等。 

※上記のサービスは、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（以下「NTT データ」）

の「AnserParaSOL」サービスを利用して提供します。パーソナルコンピュー

タ等からインターネットを介して当行所定のホームページにアクセスして

行うサービスを「インターネットバンキング」、当行所定の情報提供サービ

スに対応した携帯電話機からインターネットを介して、当行所定のホームペ

ージにアクセスして行うサービスを「モバイルバンキング」といいます。ま

た、総称する場合は「本サービス」といいます。 

契約者は、本規定の内容を十分に理解したうえで、自らの判断と責任におい

て本サービスを利用するものとします。本サービスにかかる各申込書は契約

者が自署するものとします。  

 

第２条 利用対象者  

（略） 

(1) 18 歳以上、日本国内在住の個人の方 

(2)～(4)（略） 

 

第３条 利用口座の登録 

１.～４.（略） 

５.当行は、対象口座として登録できる預金種類・口座数を変更する場合があ

ります。  

 

第４条 使用できる端末   

（略） 

(1) インターネットバンキングを利用できる端末は、当行推奨のブラウザ

（インターネットホームページの閲覧用ソフト）を備えたパーソナルコ
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改定前 改定後 

 

 

 

 

  (2) 当行は、利用できる端末を契約者に事前に通知すること無しに変更する

場合があります。  

５.利用時間  

 （略） 

また、当行は、本サービスの利用時間を契約者に対して事前に通知すること無

しに変更する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 ６.手数料等 

(1)本サービスの利用にあたっての利用手数料は無料といたします。 

ただし金融情勢その他諸般の状況の変化そのほか相当の事由があると認め

られる場合には、あらかじめ当行ホームページへの掲示等当行所定の方法で

通知することにより、当行は利用手数料を有料化することができるものとし

ます。 

 

(2)本サービスが提供する各種サービスには、振込手数料、組戻手数料等の当 

行が別途定める各種手数料（消費税相当額を含みます。）が必要なものが 

ンピュータ等。 

（新設） 

(2) モバイルバンキングを利用できる端末は、当行所定の情報提供サービス

に対応し、アクセス・閲覧が可能な携帯電話機。 

(3) 当行は、利用できる端末を変更する場合があります。  

 

第５条 利用時間  

 （略） 

また、当行は、本サービスの利用時間を変更する場合があります。  

 

（新設） 

第６条 海外からの利用 

 本サービスの利用は日本国内に限ります。海外からの利用により生じた損害に

ついては、当行に責がある場合を除き、当行は責任を負いません。また、国外

からの申込みおよび問い合わせについては受付できません。 

 

（変更のうえ、第 8条へ移動） 
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改定前 改定後 

あります。  

(3)当行は本サービス諸手数料の引落としにおいては、各種規定に関わらず、 

預金通帳・払戻請求書・当座小切手またはカードの提出無しに、当行所定 

の方法により自動的に引落とします。 

(4)今後、利用料等を改定もしくは新設した場合も、当行所定の方法により引 

落とします。  

(5)当行は本サービスの諸手数料にかかる領収書の発行は行いません。 

 

 第２条.本人確認 

（略）  

(1)～(4)（略） 

(5) 本サービスを利用する場合は、端末からインターネット等を通じて当行 

ホームページにアクセスのうえ、当行所定の画面にてログインＩＤおよ 

びログインパスワード等を入力してください。なお、ログインＩＤは当 

行所定の方法にて取得するものとします。当行は、当行で受信した最新 

のログインＩＤ及びログインパスワードの一致の確認、生体認証機能に 

てアプリ利用電話機から送信される契約者の認証データによる確認、そ 

の他当行が定める方法により、利用時の本人確認を行います。 

  (6) 当行は前述の方法で本人確認ができた場合は契約者本人からの操作で

あるものとみなし、契約者は当行所定のサービスを利用できます。なお、

振込・振替サービス等を利用する場合は、さらに確認用パスワード、ワ

ンタイムパスワード（生体認証機能を含む）、もしくはメール通知パス

ワードにより本人確認および意思確認を行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７条 本人確認   

 （略） 

１.～４.（略） 

５.本サービスを利用する場合は、端末からインターネット等を通じて当行ホ

ームページにアクセスのうえ、当行所定の画面にてログインＩＤおよびログ

インパスワードを入力してください。なお、ログインＩＤは当行所定の方法

にて取得するものとします。当行は、当行で受信した最新のログインＩＤお

よびログインパスワードの一致を確認することにより、インターネットバン

キング・モバイルバンキング利用時の本人確認を行います。   

 

６.当行は前述の方法で本人確認ができた場合は契約者本人からの操作である

ものとみなし、契約者は当行所定のサービスを利用できます。なお、振込・

振替サービス等を利用する場合は、さらに確認用パスワードにより本人確認

および意思確認を行うものとします。なお、インターネットバンキングをご

利用のお客さまは、前記３の本人確認に加え、第 13 条ワンタイムパスワー

ドサービスまたは第 14 条メール通知パスワードの何れかを用い、本人確認

を実施するものとします。 
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改定前 改定後 

  (7) パスワードは、契約者の責任のもと、他の人から推測可能な指定を避け 

るとともに、他人に知られることのないよう十分に注意・管理するもの

とします。もしパスワードが漏洩したと思われる場合は、契約者は速や

かに端末から本サービス所定の画面にて、パスワードおよびログインＩ

Ｄ等を変更してください。  

 

 

 

 

 

万が一、パスワードを失念した場合は、契約者は速やかに当行所定の書

面により当行へ届け出てください。なお、本項に定めるパスワード変更

または、当行への届出前に生じた損害について当行は責任を負いません。 

 

  (8) （略） 

(9) 契約者が誤ったパスワードの入力を連続して当行所定の回数を超えて行 

った場合、当行は本サービスの利用を中止します。再度サービスを利用す 

る場合、契約者は速やかに当行所定の書面により当行へ届け出てくださ 

い。 

 

 

 

 

 

 

７.ログインパスワード、確認用パスワード（以下「パスワード」という）お

よびログイン ID は、契約者の責任のもと、他の人から推測可能な指定を避

けるとともに、第三者(当行が許容する電子決済等代行業者のサービスを除

きます。許容する電子決済等代行業者のサービスについては、当行ホームペ

ージに掲載します。当該サービスを起因とした損害については、当行に責が

ある場合を除き、当行は責任を負いません。) に知られることのないよう十

分に注意・管理するものとします。もしパスワードが紛失・盗難等漏洩した

と思われる場合、契約者は速やかに当行所定の時間内に当行へ届け出るもの

とします。また、速やかにパスワードおよびログインＩＤ等を変更するもの

とします。 

万が一、パスワードを失念した場合は、契約者は速やかに当行所定の書面に 

より当行へ届け出るものとします。なお、本項に定めるパスワード変更また 

は、当行への届出前に当該届出がなされなかったことにより生じた損害につ 

いては、当行に責がある場合を除き、当行は責任を負いません。   

８. （略） 

９.契約者が誤ったパスワードの入力を連続して当行所定の回数を超えて行っ 

た場合、当行は本サービスの利用を中止します。再度サービスを利用する 

場合、契約者は速やかに当行所定の書面により当行へ届け出るものとしま 

す。 

  

第８条 利用料等 

１.利用料 

本サービスの利用にあたっての利用手数料は無料といたします。 

ただし金融情勢その他諸般の状況の変化そのほか相当の事由があると認めら

れる場合には、あらかじめ当行ホームページへの掲示等当行所定の方法で通知
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改定前 改定後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第３条.提供するサービス 

１.振込・振替サービス 

  (1) 内容     

振込・振替サービスとは、契約者の端末からの依頼により、利用申込書に

届出の契約者名義の振込･振替支払指定口座から依頼金額を引落しのう

え、「振込・振替」手続きを行うサービスで、「振込」、「振替（積立定期預

金預け入れを含む）」をいいます。（以下「資金移動」といいます。）  

 

【振込・振替の区分】 

   ①②（略） 

 

 

(2) 支払指定口座および当行本支店への振込・振替口座の範囲は、当行所定 

することにより、当行は利用手数料を有料化することができるものとします。   

２.振込手数料・組戻手数料 

(1) 本サービスが提供する各種サービスには、振込手数料、組戻手数料等の当   

行が別途定める各種手数料（消費税を含む）が必要なものがあります。 

  

(2) 当行は本サービス諸手数料の引落としにおいては、各種規定に関わらず、

預金通帳・払戻請求書・当座小切手またはカードの提出無しに、当行所定

の方法により自動的に引落とします。 

(3) 今後、利用料等を改定もしくは新設した場合も、当行所定の方法により引

落とします。 

(4) 当行は本サービスの諸手数料にかかる領収書の発行は行いません。 

 

第９条 資金の振込・振替サービス 

(削除) 

(削除)  

１.振込・振替サービスとは、契約者の端末からの依頼により、利用申込書に

届出の契約者名義の振込･振替支払指定口座から依頼金額を引落しのうえ、

「振込・振替」手続きを行うサービスで、「振込」、「振替（積立定期預金預

け入れを含む）」、「定期預金作成サービス」、「税金・各種料金の払込みサー

ビス」をいいます（以下「資金移動」という）。 

２.振込・振替の区分 

(1)(2)（略）  

（新設） 

３.振込・振替の取引基準 

  (1) 振込・振替支払指定口座および当行本支店への振込・振替口座の範囲は、
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改定前 改定後 

の預金口座とします。 

(3) 振込先口座の指定は、契約者が入金の都度入金口座を指定する方式（以 

下「都度指定方式」という）があります。 

(4) 振込を依頼する場合は、事前に振込指定口座の内容を確認ください。 

(5) 振込･振替支払指定口座からの資金引落としは各種規定に関わらず、預金 

通帳・払戻請求書および当座小切手の提出は不要とし、当行所定の方法 

により取扱います。 

(6) 振込日付を指定する資金移動の場合、当行所定の範囲で振込日を指定す

ることが出来ます。なお、資金移動の取引日は、当行所定の取引日とし

ます。 

(7) 振込・振替サービスにおける本人確認  

①～③（略） 

④当行が前項の本人確認により取扱う場合、パスワード等の不正使用その 

他の事故があっても、そのために生じた損害については、当行は責任を 

負いません。  

(8) 振込・振替の依頼および成立  

①当行で受信した利用口座およびパスワード等が、当行に登録されている 

利用口座およびパスワード等と一致した場合に当行は送信者を契約者と 

みなし、受信電文を正当なものとして取扱います。   

 

 

 

 

  ②（略）  

③（略） 

当行所定の預金口座とします。 

(2) 振込先口座の指定は、契約者が入金の都度入金口座を指定する方式（以 

下「都度指定方式」という）があります。 

(3) 振込を依頼する場合は、事前に振込指定口座の内容を確認ください。 

(4) 振込･振替支払指定口座からの資金引落としは各種規定に関わらず、預 

金通帳・払戻請求書および当座小切手の提出は不要とし、当行所定の方 

法により取扱います。 

(5) 振込日付を指定する資金移動の場合、当行所定の範囲で振込日を指定す 

ることが出来ます。なお、資金移動の取引日は、当行所定の取引日とし 

ます。 

６.振込・振替サービスにおける本人確認 

(1)～(3)（略） 

(4) 当行が前項の本人確認により取扱う場合、パスワード等の不正使用その 

     他の事故があっても、そのために生じた損害については、当行に責が

ある場合を除き、当行は責任を負いません。 

７.振込・振替の依頼および成立 

(1) 当行で受信した利用口座およびログイン ID・ログインパスワード・確 

認用パスワード・可変式パスワード（ワンタイムパスワードまたはメ

ール通知パスワード）等が、当行に登録されている利用口座およびロ

グイン ID・ログインパスワード・確認用パスワード・可変式パスワー

ド（ワンタイムパスワードまたはメール通知パスワード）等と一致し

た場合に当行は送信者を契約者とみなし、受信電文を正当なものとし

て取扱います。 

  (2)（略） 

(3)（略） 



帳票 2 

14 

 

改定前 改定後 

  ア）～キ）（略） 

 

 

 

ク）二経路認証（取引認証）の利用者が、専用ソフトを経由して掲示さ

れた取引内容の確認を行えなかったとき。 

ケ）（略） 

(9) 振込・振替等資金の取扱い 

契約者からの依頼が成立した場合、支払指定口座から振込・振替金額・ 

振込手数料等の合計金額（消費税相当額を含みます。）を資金移動指定日 

の当行所定の時間に引落としのうえ、指定日に資金移動の手続きをしま 

す。 

 (10) 振込・振替限度額 

    （略） 

(11) 振込・振替の確認 

    （略） 

(12) 振込依頼内容の照会 

    （略） 

(13) 振込・振替依頼の取消 

    （略） 

(14) 組戻・振込内容の変更    

①～④（略） 

⑤組戻は、振込先金融機関の承諾後に行うこととし、当行が組戻依頼を受付 

けた場合であっても、組戻ができないことがあります。  

 

   ①～⑦（略） 

（新設） 

⑧可変式パスワード(ワンタイムパスワード又は メール通知パスワー 

ド)を利用し、有効期限内にパスワードの入力ができなかったとき。 

⑨トークンアプリ(後掲「ワンタイムパスワードサービスの内容」)の利 

用者がアプリに掲載された取引内容の確認を行えなかったとき。 

⑩（略） 

８.振込・振替等資金の取扱い 

契約者からの依頼が成立した場合、支払指定口座から振込・振替金額・振

込手数料等の合計金額（消費税を含む）を資金移動指定日の当行所定の時

間に引落としのうえ、指定日に資金移動の手続きをします。 

 

９.振込・振替限度額 

（略） 

１０.振込・振替の確認 

（略） 

１１.振込依頼内容の照会 

（略） 

１２.振込・振替依頼の取消 

（略） 

１３.組戻・振込内容の変更   

(1)～(4)（略） 

  (5) 組戻は、振込先金融機関の承諾後に行うこととし、当行が組戻依頼を受

付けた場合であっても、組戻ができないことがあります。この場合の組

戻手数料はいただきません。 
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改定前 改定後 

２.照会サービス 

   (1) 内容 

照会サービスとは、端末を用いて送信された契約者からの依頼にもと

づき、契約者名義の口座残高および入出金明細の口座情報を提供する

サービスで、「残高照会」、「入出金明細照会」をいいます。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 照会サービスの利用および取引の成立 

     （略） 

 

３.定期預金・積立定期預金サービス  

 (1)～(3)（略） 

(4)当行は、定期預金・積立定期預金作成の対象とする預金種類、当行が受 

信した依頼内容にもとづく取扱方法などを契約者に事前に通知すること

無しに変更する場合があります。  

(5)その他の定期預金取引は、定期預金預入時にご確認いただく内容のとおり

第 10 条 口座の照会サービス  

（削除） 

１.照会サービスとは、端末を用いて送信された契約者からの依頼にもとづき、

契約者名義の口座残高および入出金明細の口座情報を提供するサービス

で、「残高照会」、「入出金明細照会」をいいます。 

 （新設） 

(1) オンライン照会 

前々月の 1日以降からご照会日までの残高・入出金履歴がリアルタイム

に照会できるサービスとなります。なお、残高・入出金照会サービスを

ご利用いただけるのは、あらかじめご登録いただいたお申込口座となり

ます。 

(2) WEB 通帳照会 

前年応答月の 1日から照会日前日までの残高・入出金履歴が照会できる 

サービスをいいます。なお、残高・入出金照会サービスをご利用いただ

けるのは、あらかじめご登録いただいたお申込口座となります。あきた

びじん支店のみで利用できます。 

 ２.照会サービスの利用および取引の成立 

  （略） 

 

４.定期預金・積立定期預金作成サービス 

(1)～(3)（略） 

(4) 当行は、定期預金・積立定期預金作成の対象とする預金種類、当行が受信 

した依頼内容にもとづく取扱方法などを変更する場合があります。   

 

（削除）（5）（略）  
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です。 

 

４.税金・各種料金の払込みサービス(ペイジー) 

  (1) 内容     

税金・各種料金の払込みサービスとは、当行所定の収納機関に対し、税

金・各種料金を払い込むことができるサービスです。インターネットバ

ンキングのみでご利用いただけます。 

 

 

 (2)当行は、本サービスの利用者に対し税金・各種料金の払込みサービスにか 

かる領収書を発行いたしません。 

  (3) 収納機関が指定する項目を当行所定の回数以上、誤って入力した場合

は、税金・各種料金の払込みサービスの利用を停止する場合があります。

税金・各種料金の払込みサービスの利用を再開するには、必要に応じて

当行所定の手続きを行ってください。 

  (4) 税金・各種料金の払込みサービスの利用時間は、当行が定める利用時間

内としますが、収納機関の利用時間の変動等により、当行の定める利用

時間内でも利用ができない場合があります。また、利用時間内であって

も、払込依頼に対して当行が収納機関に内容を確認する等の際に当行所

定の処理時間内での手続きが完了しない場合には、取扱いできない場合

があります。 

  (5) 収納機関の請求内容および収納機関での収納手続きの結果等、収納等に

関する照会については収納機関に直接お問い合わせください。  

   

 (6) お客さまからの払込依頼内容に関して所定の確認ができない場合には、

 

 

５.税金・各種料金の払込みサービス(ペイジー) 

 

(1) 税金・各種料金の払込みサービスとは、当行所定の収納機関に対し、税金・

各種料金を払い込むことができるサービスです。インターネットバンキン

グのみご利用いただけます。 

（新設） 

(2) 一部の店舗では利用できない場合があります。 

(3) 当行は、本サービスの利用者に対し税金・各種料金の払込みサービスに 

かかる領収書を発行いたしません。 

(4) 収納機関が指定する項目を当行所定の回数以上、誤って入力した場合は、

税金・各種料金の払込みサービスの利用を停止する場合があります。税

金・各種料金の払込みサービスの利用を再開するには、必要に応じて当行

所定の手続きを行ってください。 

(5) 税金・各種料金の払込みサービスの利用時間は、当行が定める利用時間内

としますが、収納機関の利用時間の変動等により、当行の定める利用時間

内でも利用ができない場合があります。また、利用時間内であっても、払

込依頼に対して当行が収納機関に内容を確認する等の際に当行所定の処

理時間内での手続きが完了しない場合には、取扱いできない場合がありま

す。 

(6) 税金・各種料金の払込取引履歴は、ご照会日から最大 1年間遡り照会す 

ることができます。なお、収納機関の請求内容など詳細については収納 

機関に直接お問い合わせください。 

(7) お客さまからの払込依頼内容に関して所定の確認ができない場合には、
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税金・各種料金の払込みサービスを利用できません。  

(7) 収納機関からの連絡により、一度受付けた払込みについて、取消となる

ことがあります。取消により、収納機関から返却された資金は、引落口

座に入金します。  

(8) 税金・各種料金の払込みサービスの利用にあたっては、当行所定の利用

手数料および手数料にかかる消費税相当額をいただく場合があります。 

  

５.各種ローンサービス 

 (1)住宅ローンサービスの内容    

     住宅ローンサービスとは、インターネットバンキングで、契約者が当行

で借り入れた住宅ローンについて、「一部繰上返済」および「固定金利特

約」の申込みができるサービスをいいます。 

 

本サービスで取り扱うことができる住宅ローンの種類は、住宅金融支援

機構のお借り入れ（フラット３５を含みます）、つなぎローン、官公庁等

と提携している住宅ローンの一部、当行が指定する一部の住宅ローンを

除く、「《ＨＯＫＵＴＯ》マイバンク・ネット」に登録いただいている口

座と同一の取引店で、お借り入れの住宅ローンが対象となります。なお、

契約状況、取引状況等によっては取り扱いできない場合があります。   

    ① 一部繰上返済  

 

 

 

 

ア）本サービスによる一部繰上返済とは、住宅ローンについて、以下

税金・各種料金の払込みサービスを利用できません。 

(8) 収納機関からの連絡により、一度受付けた払込みについて、取消となる

ことがあります。取消により、収納機関から返却された資金は、引落口

座に入金します。 

(9) 税金・各種料金の払込みサービスの利用にあたっては、当行所定の利用

手数料および手数料にかかる消費税をいただく場合があります。 

 

第 11 条 各種ローンサービス   

１.住宅ローンサービスの内容    

(1) 住宅ローンサービスとは、インターネットバンキングで、契約者が当行で 

借り入れた住宅ローン（以下、「住宅ローン」という）について、各種申 

込みができるサービスをいいます。インターネットバンキングのみで利用 

できます。    

(変更のうえ第 11 条(2)①へ移動) 

 

 

 

 

 

(2) 一部繰上返済     

①「マイバンク・ネット」に登録いただいている口座と同一の取引店で、お

借り入れの住宅ローンが対象となります（当行が指定する一部の住宅ロー

ンを除く）。なお、契約状況、取引状況等によっては取り扱いできない場

合があります。     

②本サービスによる一部繰上返済とは、住宅ローンについて、以下の当行所
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の当行所定の方法で繰上返済することをいいます。ただし、全額

繰上返済、増額返済部分のみの一部繰上返済の取り扱いはできま

せん。 

        Ⅰ）（略） 

Ⅱ）毎月の返済額を変更する方法 

 

     イ）一部繰上返済の取引実施日は、次回返済約定日（銀行休業日の場

合は翌銀行窓口営業日）となります。従いまして次回約定返済日

の一ヵ月前応答日の翌日から次回約定返済日の前日までに返済予

約の申込みが必要となります。 

ウ）依頼内容確定後であっても、取引実施日前日の当行所定の時限ま

では取り消しを受け付けます。 

エ）取引実施日までに本サービスが解約となった場合も、すでに依頼

内容が確定しているものについては、その依頼内容を有効なもの

として手続きを行ないます。 

②固定金利特約の申込み 

（略） 

 

③住宅ローンの契約内容の変更等 

（略） 

④処理依頼内容の実行・取消 

     ア)（略） 

     イ)（略） 

Ⅰ）当行所定の時間に、お客さまが支払いを指定した預金口座か

ら出金ができなかった場合 

定の方法で借入残高の一部を最終返済日より前に繰上げて返済すること

をいいます。ただし、全額繰上返済、増額返済部分のみの一部繰上返済の

取り扱いはできません。      

Ⅰ）（略） 

Ⅱ）毎月の返済額を変更し、最終返済期日を短縮する「毎月返済額の変更・ 

期間短縮」方式 

③一部繰上返済の取引実施日は、次回返済約定日（銀行休業日の場合は翌銀

行窓口営業日）となります。従いまして次回約定返済日の一ヵ月前応答日

の翌日から次回約定返済日の前日までに返済予約の申込みが必要となり

ます。 

④依頼内容確定後であっても、取引実施日前日の当行所定の時限までは取り

消しを受け付けます。 

⑤取引実施日までに本サービスが解約となった場合も、すでに依頼内容が確

定しているものについては、その依頼内容を有効なものとして手続きを行

ないます。 

(5)固定金利特約の申込み 

  （略） 

 

(3)一部繰上返済に伴う住宅ローンの契約内容の変更等 

（略）  

(4)処理依頼内容の実行・取消 

①（略） 

②（略） 

Ⅰ）当行所定の時間に、契約者が支払いを指定した預金口座から出金が

できなかった場合 
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         Ⅱ）～Ⅳ)（略） 

 

(2)無担保ローンサービスの内容  

無担保ローンサービスとは、インターネットバンキングで、お客さまが当

行で借り入れた「無担保ローン」について、一部繰上返済の申し込みがで

きるサービスをいいます。    

① 一部繰上返済     

ア）カードローン商品は対象外となります。「《ＨＯＫＵＴＯ》マイバン

ク・ネット」に登録いただいている口座と同一の取引店でお借り入

れの無担保ローンが対象となります。なお、契約状況、取引状況等

によっては取り扱いできない場合があります。 

 

イ)（略） 

  ・毎月の返済額を変えずに、最終返済期日を短縮する「期間短縮」方

法 

ウ)～オ)（略） 

② 無担保ローンの契約内容の変更等 

        ア）本サービスによる一部繰上返済では､お客さまが無担保ローンの

借り入れにあたり当行に差し入れた「金銭消費貸借契約証書」(付

随する追加約定書､変更契約書または特約書等がある場合は､そ

れらを含め以下「原契約書」といいます)の契約条件等は､お客さ

（新設） 

※繰上返済予定日当日のお引き落しは早朝1回のみとなりますので、

繰上返済元利金と約定返済分を合わせて前日までにご入金くださ

いますようお願いいたします。 

Ⅱ）～Ⅳ)（略） 

 

２.無担保ローンサービスの内容 

(1) 無担保ローンサービスとは、本サービスで、お客さまが当行で借り入れた

「無担保ローン」について、一部繰上返済の申し込みができるサービスを  

いいます。インターネットバンキングのみでご利用いただけます。 

(2) 一部繰上返済 

①本サービスで取り扱うことができる無担保ローンの種類は、カードロー 

ン商品を除く、「《ＨＯＫＵＴＯ》マイバンク・ネット」に登録いただい 

ている口座と同一の取引店でお借り入れの無担保ローンが対象となり 

ます。なお、契約状況、取引状況等によっては取り扱いできない場合が 

あります。 

   ②（略） 

Ⅰ)毎月の返済額を変えず、最終返済期日を短縮する「期間短縮」方法 

  

  ③～⑤（略） 

 (3)一部繰上げ返済に伴う無担保ローンの契約内容の変更等    

①本サービスによる一部繰上返済では､契約者が無担保ローンの借り入れに

あたり当行に差し入れた「金銭消費貸借契約証書」(付随する追加約定書､

変更契約書または特約書等がある場合は､それらを含め以下「原契約書」

という)の契約条件等は､契約者が本サービスで依頼した内容および当行
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まが本サービスで依頼した内容および当行の承諾に基づき変更

されます。 

     イ）（略） 

③ 処理依頼内容の実行･取消 

ア)（略） 

     イ)（略） 

      Ⅰ）当行所定の時間に､お客さまが支払いを指定した預金口座から

出金ができなかった場合 

 

 

 

 

Ⅱ）振替取引において､お客さまが入金を指定したサービス利用口座

に入金ができなかった場合 

Ⅲ）（略） 

 

 

 

６.住所変更受付サービス  

(1) 内容  

    （略） 

(2)（略） 

(3)ご依頼内容の相違または印鑑相違等により、住所変更を行えない場合が 

あります。 これにより生じた損害について、当行は責任を負いません。  

 

の承諾に基づき変更されます。    

 

  ②（略） 

(4)処理依頼内容の実行･取消    

  ①（略） 

②（略） 

Ⅰ)当行所定の時間に､契約者が支払いを指定した預金口座から出金がで

きなかった場合 

（新設） 

※繰上返済予定日当日のお引き落しは早朝 1回のみとなりますので、繰

上返済元利金と約定返済分を合わせて前日までにご入金くださいま

すようお願いいたします。 

Ⅱ)振替取引において､契約者が入金を指定したサービス利用口座に入金

ができなかった場合 

    Ⅲ)（略） 

 

（新設） 

第 12 条 その他サービス 

１.住所変更受付サービス 

（1）（略） 

 

（2）(略) 

 (3) ご依頼内容の相違または印鑑相違等により、住所変更を行えない場合があ 

ります。これにより生じた損害については、当行に責がある場合を除き、 

当行は責任を負いません。 
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(4)住所変更受付サービスは、住所変更の受付から処理の完了まで、当行所 

定の日数がかかります。この間に生じた損害については、当行は責任を 

負いません。 

 

７．公共料金自動引落サービス 

(1) 内容  

（略） 

  (2)～(4)（略） 

 

第４条.ワンタイムパスワードサービスの取扱  

１.ワンタイムパスワードサービスの内容   

ワンタイムパスワードサービスとは、本サービスのインターネットバンキン

グの利用に際し、サービス対応携帯電話機（以下「携帯電話機」といいます）

にインストールされた専用ソフト(ワンタイムパスワードアプリ以下「トー

クンアプリ」といいます。）により取得され、表示された可変的なパスワー

ド（以下「ワンタイムパスワード」といいます）を本規定第２条本人確認の

手続に加えて用いることにより契約者ご本人の確認を行うサービスをいい

ます。  

２.サービスの利用者   

ワンタイムパスワードサービスの利用者は、本サービスの契約者とします。 

 

３.ワンタイムパスワードの利用開始   

契約者はトークンアプリを携帯電話機にダウンロードし設定手続きを行う

ものとします。その際、契約者が事前に登録している質問が表示され、事前

に登録している回答を正確に入力しないと操作は進みません。その後、イン

(4) 住所変更受付サービスは、住所変更の受付から処理の完了まで、当行所定

の日数がかかります。この間に生じた損害については、当行に責がある場合

を除き、当行は責任を負いません。 

  

２．公共料金自動引落サービス 

(1) （略） 

  

 (2)～(4)（略） 

 

第 13 条 ワンタイムパスワードサービス 

１.ワンタイムパスワードサービスの内容     

ワンタイムパスワードサービスとは、本サービスのインターネットバンキン

グの利用に際し、サービス対応携帯電話機（以下「携帯電話機」という）に

インストールされた専用ソフト(ワンタイムパスワードアプリ以下「トーク

ンアプリ」という）により取得され、表示された可変的なパスワード（以下

「ワンタイムパスワード」という）を本規定第７条本人確認の手続に加えて

用いることにより契約者ご本人の確認を行うサービスをいいます。   

２.サービスの利用者     

ワンタイムパスワードサービスの利用者は、本サービスのインターネットバ

ンキング契約者とします。   

３.ワンタイムパスワードの利用開始     

契約者はインターネットバンキングで「ワンタイムパスワード利用申込み」

の手続きを行い、トークンアプリを携帯電話機にダウンロードし設定手続き

を行うものとします。その後、インターネットバンキングの「ワンタイムパ

スワード利用開始登録（実行）」画面にて契約者が入力し送信したワンタイ
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ターネットバンキングの「ワンタイムパスワード利用開始登録（実行）」画

面にて契約者が入力し送信したワンタイムパスワード等と、当行が保有して

いるワンタイムパスワード等が一致した場合は、当行は契約者からのワンタ

イムパスワード利用開始の依頼とみなし、サービスの提供を開始します。  

４.ワンタイムパスワードによる本人確認手続き  

(1) ワンタイムパスワードサービスの利用開始後は、当行所定の取引につ

いて、通常の本人確認方法に加えてワンタイムパスワードを当行所定

の方法にて正確に入力、送信してください。当行が受信し、認識した

ワンタイムパスワード等 と、当行が保有するワンタイムパスワード等

が一致した場合には、当行は契約者の意思によるものであり、その内

容を真正な取引の依頼とみなし、不正使用その他事故があっても、こ

のために生じた損害については、当行は責任を負いません。  

(2)(3)（略） 

 ５.生体認証機能の取扱  

(1) 生体認証ログイン機能の内容  

生体認証ログインとは、インターネットバンキングの利用に際し、携帯

電話機に搭載された生体認証機能において、契約者ご自身の生体情報

（顔、指紋等の身体の一部の特徴）を用いることにより、インターネッ

トバンキングサービスの当行所定の取引について、本人確認を行う機能

をいいます。生体認証ログインは、生体認証機能が搭載された当行が認

める携帯電話機にてトークンアプリを利用する場合のみ用いることがで

きます。なお、契約者の生体情報は、契約者の携帯電話機内で管理され、

当行が契約者の生体情報を取得することはありません。 

 (2)（略） 

 

ムパスワード等と、当行が保有しているワンタイムパスワード等が一致した

場合は、当行は契約者からのワンタイムパスワード利用開始の依頼とみな

し、サービスの提供を開始します 

４.ワンタイムパスワードによる本人確認手続き    

(1) ワンタイムパスワードサービスの利用開始後は、当行所定の取引につい

て、通常の本人確認方法に加えてワンタイムパスワードを当行所定の方

法にて正確に入力、送信してください。当行が受信し、認識したワンタ

イムパスワード等と、当行が保有するワンタイムパスワード等が一致し

た場合には、当行は契約者の意思によるものであり、その内容を真正な

取引の依頼とみなします。 

 

 

(2)(3)（略） 

６.生体認証ログインについて  

 

(1) 生体認証ログインとは、インターネットバンキングの利用に際し、携帯電

話機に搭載された生体認証機能において、契約者の生体情報（個人の顔、

指紋等の身体の一部の特徴）を用いることにより、インターネットバンキ

ングの当行所定の取引について、本人確認を行う機能をいいます。生体認

証ログインは、生体認証機能が搭載された当行が認める携帯電話機にてト

ークンアプリを利用する場合のみ用いることができます。なお、契約者の

生体情報は、契約者の携帯電話機内で管理され、当行が契約者の生体情報

を取得することはありません。   

 (2)（略） 
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  (3) 生体認証ログインによる本人確認手続き 

生体認証ログインの利用開始後は、インターネットバンキングサービス

の当行所定の取引について、前記４．に定めるワンタイムパスワードに

よる本人確認手続きにおいて、ログイン ID およびログインパスワード

に加え、生体認証機能による本人確認手続きを選択できるようになりま

す。契約者が生体認証を希望する場合は、生体認証機能を起動し、生体

認証を実施してください。契約者の生体情報が携帯電話機に登録された

生体情報と一致後、ワンタイムパスワードが当行に自動で送信されま

す。当行が受信し、認識したワンタイムパスワードが、当行が保有する

ワンタイムパスワードと一致を確認することにより、当行は契約者から

の取引依頼とみなします。 

  (4)（略） 

６.ワンタイムパスワードの利用解除   

トークンアプリをインストールした携帯電話機を変更される場合やワンタ

イムパスワードサービスの利用の中止を希望する場合は、事前にインター 

ネットバンキングサービスで「ワンタイムパスワード利用解除」手続きを 

行ってください。この手続きを行わずに携帯電話機を変更された場合、イン

ターネットバンキングのお取引ができません。この手続きが完了した後、当

行所定の取引においてワンタイムパスワードの入力が不要となります。再

度、ワンタイムパスワードサービスの利用を希望する場合は、前記３.の手

続きを行ってください。 

 

７.ワンタイムパスワードの管理  

(1) ワンタイムパスワードおよびトークンアプリをインストールした携帯

電話機、生体情報を登録したアプリ利用携帯電話機は、契約者ご自身

(3)生体認証ログインによる本人確認手続き 

生体認証ログインの利用開始後は、当行はインターネットバンキングの当

行所定の取引について、前記４.に定めるワンタイムパスワードによる本

人確認手続きにおいて、ログイン ID およびログインパスワードに加え、

生体認証機能による本人確認手続きを選択できるようになります。契約者

が生体認証を希望する場合は、生体認証機能を起動し、生体認証を実施し

てください。契約者の生体情報が携帯電話機に登録された生体情報と一致

後、ワンタイムパスワードが当行に自動で送信されます。当行が受信し、

認識したワンタイムパスワードが、当行が保有するワンタイムパスワード

と一致を確認することにより、当行は契約者からの取引依頼とみなしま

す。 

 (4)（略） 

５.ワンタイムパスワードの解約 

(1) トークンアプリをインストールした携帯電話機を変更される場合は、事

前に当行所定の方法によりワンタイムパスワードサービス解除を届け

出るものとします。この手続きを行わずに携帯電話機を変更された場

合、インターネットバンキングのお取引ができません。 

(2) ワンタイムパスワードサービスの利用解除を希望する場合は、当行所定

の方法により手続きを行ってください。この手続きが完了した後、当行

所定の取引においてワンタイムパスワードの入力が不要となります。再

度、ワンタイムパスワードサービスの利用を希望する場合は、前記３.

の手続きを行ってください。   

７.ワンタイムパスワードの管理 

(1) ワンタイムパスワードおよびトークンアプリをインストールした携帯

電話機は、契約者ご自身で厳重に管理するものとします。携帯電話機を
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で厳重に管理するものとします。携帯電話機を紛失等された場合は、

速やかに契約者から当行に届け出るものとします。当行への届出前に

生じた損害について当行は責任を負いません。  

(2) トークンの不具合、ワンタイムパスワード解除手続き中にワンタイム

パスワードの入力を必要とする取引ができなかったことに起因して契

約者に損害・不利益が生じても、当行はその責任を負いません。  

 

 

第５条.メール通知パスワードの取扱 

１.メール通知パスワードの内容 

メール通知パスワードとは、ご登録の電子メールアドレスに送信するその 

時のログイン中のみ有効な可変式パスワードで、本サービスのインターネッ

トバンキングの利用に際し、本規定第２条のパスワード（ログインパスワー

ド、確認用パスワード）に加え、メール通知パスワードを用いることにより

契約者ご本人の確認を行うサービスをいいます。 

 ２.３.（略） 

４.メール通知パスワードの有効期限および管理  

「メール通知パスワード」はお客さまがログアウト、または、メール通知パ

スワードが再度発行されるまで有効です。メールアドレス変更時、変更後の

メールアドレスに新しいメール通知パスワードが送信されます。ログイン中

は契約者ご自身で厳重に管理し、他人に知られないよう十分注意してくださ

い。なお、ログアウト後の管理は不要です。  

 ５.（略） 

 

 

紛失等された場合は、速やかに契約者から当行に届け出るものとしま

す。当行への届出前に、当該届出がなされなかったことにより生じた損

害については、当行に責がある場合を除き、当行は責任を負いません。 

(2) トークンの不具合、ワンタイムパスワード入力を必要とする取引、生体

認証ログインを利用する取引ができなかったことに起因して契約者に

損害・不利益が生じても、当行に責がある場合を除き、当行はその責任

を負いません。 

 

第 14 条 メール通知パスワード 

１.メール通知パスワードとは、ご登録の電子メールアドレスに送信するその 

時のログイン中のみ有効な可変式パスワードで、本サービスのインターネッ

トバンキングの利用に際し、本規定第７条の固定式パスワード（ログインパ

スワード、取引確認用パスワード）に加え、メール通知パスワードを用いる

ことにより契約者ご本人の確認を行うサービスをいいます。パスワードの盗

難・詐取等による犯罪被害を防止できる有効な対策となります。 

 ２.３.（略） 

４.メール通知パスワードの有効期限および管理   

「メール通知パスワード」は契約者がログアウト、または、メール通知パス

ワードが再度発行されるまで有効です。メールアドレス変更時、変更後のメ

ールアドレスに新しいメール通知パスワードが送信されます。ログイン中は

契約者ご自身で厳重に管理し、第三者に知られないよう十分注意してくださ

い。なお、ログアウト後の管理は不要です。   

 ５.（略） 
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第６条.緊急利用停止   

契約者はインターネットバンキング、モバイルバンキングの操作画面から緊急

利用停止をおこなうことができます。緊急利用停止をおこなった場合、すでに

受付している振込・振替の予約取引は取り消しされます。 

  

 

 

 

 

 

第７条.一般事項、届出事項の変更等  

１.（略） 

 ２.（略） 

  (1)（略）  

(2)前項において、連絡先の記載の不備または電話の不通等によって通知・

照会ができなかった場合でも、これによって生じた損害について当行は

責任を負いません。  

３.（略） 

 (1)（略） 

  (2)届出事項の変更は、当行の手続きが完了したときから有効とします。この 

届出もしくは手続き完了の前に生じた損害については、当行は責任を負い 

ません。住所変更等の届出がなかったために、当行からの通知や送付した 

書類などが延着、到達しなかった場合でも、通常到達すべきときに到達し 

たものとみなします。  

 

第 15 条 ログイン緊急利用停止   

１.契約者はインターネットバンキング、モバイルバンキングの操作画面から

緊急利用停止をおこなうことができます。 

２.緊急利用停止をおこなった場合、すでに受付している振込・振替 

の予約扱いの処理依頼はすべて取り消しとなります。なお、住宅ローンサー

ビスの予約取引については、取り消しとはなりません。 

（新設） 

３.緊急利用停止を解除する際は、当行所定の書面により届け出るものとしま

す。  

 

第 16 条 一般事項、届出事項の変更等   

１.（略）  

２.（略） 

(1)（略） 

(2) 前項において、連絡先の記載の不備または電話の不通等によって通知・照 

会ができなかった場合でも、これによって生じた損害については、当行 

に責がある場合を除き、当行は責任を負いません。   

３.（略） 

 (1)（略） 

(2) 届出事項の変更は、当行の手続きが完了したときから有効とします。この 

届出もしくは手続き完了の前に、当該届出がなされなかったことにより生 

じた損害については、当行に責がある場合を除き、当行は責任を負いませ 

ん。住所変更等の届出がなかったために、当行からの通知や送付した書類 

などが延着、到達しなかった場合でも、通常到達すべきときに到達したも 

のとみなします。 
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第８条.免責事項等   

 （略） 

  (1)（略） 

(2)インターネット、公衆電話回線、専用電話回線等の通信経路において盗聴

等がなされた、または、当行が契約者宛に送付した通知および書類等の不正

取得、端末の不正使用等がなされたことにより契約者のログインＩＤ・パス

ワード・取引情報等が漏洩した場合。 

(3)当行が当行所定の確認手段にもとづき送信者を契約者とみなして行った取 

扱いについて、ログインＩＤ・パスワードの盗用、端末の不正使用その他

の事故があった場合。  

 (4)～(6)（略） 

(7) 契約者が本サービスにアクセスするに際して使用する通信環境（機器、 

媒体、事業者等）により、本サービスが遅延および不能、または契約者 

の情報が漏洩した場合。 

 (8)(9)（略） 

 

第９条.本サービスの不正使用による振込等  

１.損害金の補償請求   

個人のお客さまに限り、本サービスに使用するＩＤ・パスワード等の盗難・

盗用（以下「盗聴等」といいます。）により、他人に本サービスを不正使用

され生じた振込または税金・各種料金振込サービス（以下、振込と税金・各

(新設) 

(3) インターネットバンキングによる住所変更・公共料金口座振替依頼の取扱

いは、当行所定の方法により取扱うものとします。 

 

第 17 条 免責条項  

 （略） 

 (1)（略） 

(2) 当行の責によらず、インターネット、公衆電話回線、専用電話回線等の通

信経路において盗聴等がなされた、または、当行が契約者宛に送付した通知

および書類等の不正取得、端末の不正使用等がなされたことにより契約者の

ログインＩＤ・パスワード・取引情報等が漏洩した場合。 

(3) 当行が当行所定の確認手段にもとづき送信者を契約者とみなして行った 

取扱いについて、当行の責によらないログインＩＤ・パスワードの盗用、 

端末の不正使用その他の事故があった場合。 

 (4)～(6)（略） 

(7) 契約者が本サービスにアクセスするに際して使用する契約者の通信環境 

（機器、媒体、事業者等）により、本サービスが遅延および不能、または契 

約者の情報が漏洩した場合。  

 (8)(9)（略） 

 

第 18 条 本サービスの不正使用による振込等  

１.損害金額の補てん請求    

個人のお客さまに限り、本サービスに使用するＩＤ・パスワード等の盗難・

盗用（以下「盗聴等」という）により、第三者に本サービスを不正使用され

生じた振込または税金・各種料金払込サービス（以下、振込と税金・各種料
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種料金払込みサービスを合わせ「振込等」といいます。）による被害につい

ては、次の各号のすべてに該当する場合、契約者は当行に対して当該振込等

にかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当する金額の補償を請

求することができます。 

   (1)(2)（略） 

   (3) 警察署等の捜査機関に対し、被害事実等の事情説明が行われているこ

とが確認できるものを当行に示すなど、被害状況、警察への通知状況

等について当行の調査に協力していること。  

 

２.補償金額等   

前項の請求がなされた場合、当該振込等が契約者の故意による場合を除き、

当行は当行への通知が行われた日の 30 日（ただし、当行に通知することが

できないやむをえない事情があることを契約者が説明した場合は、30 日に

その事情が継続している期間を加えた日数とします。）前までの日以降にな

された振込等にかかる損害（手数料や利息を含みます）の額に相当する金額

（以下、「補償対象額」といいます。）を補償するものとします。ただし、当

該振込が行われたことについて当行が善意かつ無過失であり、かつ当該振込

等にかかる損害が契約者の過失に起因する場合は、当行は、損害状況を勘案

のうえ、補償対象額を減額した金額を補償する場合があります。  

３.補償対象期限   

  （略） 

４.免責事項   

前記２.の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、当行は補

償の責任を負いません。 

  (1)(2)（略） 

金払込みサービスを合わせ「振込等」という）による被害については、次の

各号のすべてに該当する場合、契約者は当行に対して当該振込等にかかる損

害（手数料や利息を含みます）の額に相当する金額の補償を請求することが

できます。   

(1) (2) （略）   

(3) 警察署等の捜査機関に対し、被害事実等の事情説明が行われていること

が確認できるものを当行に示していること。  

 

 

２.補てん金額等   

前項の請求がなされた場合、当該振込等が契約者の故意による場合を除き、

当行は当行への通知が行われた日の 30 日（ただし、当行に通知することが

できないやむをえない事情があることを契約者が説明した場合は、30 日に

その事情が継続している期間を加えた日数とします。）前までの日以降にな

された振込等にかかる損害（手数料や利息を含む）の額に相当する金額（以

下、「補てん対象額」という）を補てんするものとします。ただし、当該振

込が行われたことについて当行が善意かつ無過失であり、かつ当該振込等に

かかる損害が契約者の過失に起因する場合は、当行は、被害状況を勘案のう

え、補てん対象額を減額した金額を補てんする場合があります。  

３.補てん対象期限   

  （略） 

４.免責事項   

前記２.の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、当行は補

てんの責任を負いません。 

 (1)(2)（略） 
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第 10 条.解約等  

(1)本サービスは契約者もしくは当行の都合によりいつでも解約できるものと 

します。契約者の都合により本サービスの解約を行う場合、契約者の当行 

に対する解約通知は、当行所定の書面により届け出るものとします。当行 

の都合により本サービスの解約を行う場合、当行が解約の通知を届出の住 

所に発信します。その際何らかの理由でその通知が契約者に到達しなかっ

たとき、または延着したときは、通常到達すべきときに到達したものとみな

します。 

(2)（略） 

 ①～③（略） 

④住所変更の手続を怠るなど契約者の責に帰すべき事由により、当行が契約 

者の所在を確認できなくなったとき。    

  ⑤⑥（略） 

⑦契約者が代表口座を解約したとき。   

⑧１年以上にわたり本サービスの利用がないとき。  

(3) 前項のほか、次の各号のひとつにでも該当し、契約者との取引を継続す 

ることが不適切である場合には、当行はこのサービスを停止し、また 

は契約者に通知することにより、このサービスを解約することができる 

ものとします。 

 

① 契約者が当行と取引申込時にした表明、確約に関して虚偽の申告をしたこ

とが判明した場合 

② 契約者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過し

ないもの、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標榜ゴ

ロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者(以下、これらを「暴

第 19 条 解約 

(1) 本サービスは契約者もしくは当行の都合によりいつでも解約できるもの 

とします。契約者の都合により本サービスの解約を行う場合、契約者の当 

行に対する解約通知は、当行所定の書面により届け出るものとします。当 

行の都合により本サービスの解約を行う場合、当行が解約の通知を届出の 

住所宛に発信します。当行が行った通知が契約者に到達しなかったとき、

または延着したときは、通常到達すべきときに到達したものとみなします。 

   

 (2)（略） 

  ①～③（略） 

④住所変更等の手続を怠る等により、当行が相当と認める期間、当行が契約

者の所在を確認できなくなったとき。 

  ⑤⑥（略） 

⑦契約者が代表口座を解約したとき、または取引店を変更したとき。 

（削除） 

（削除） 

 

 

 

⑧次の各号の一にでも該当したとき 

Ⅰ) 契約者が取引の申込時にした表明、確約に関して申告内容に反すること

が判明した場合 

Ⅱ) 契約者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5年を経過

しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標

ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者(以下、
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力団員等」といいます。)に該当し、または次のいずれかに該当することが

判明した場合 

 Ａ.～Ｄ.（略） 

  Ｅ．役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難 

されるべく関係を有すること 

③ 契約者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれかひとつにでも該当す

る行為をした場合 

Ａ.～Ｄ.（略） 

Ｅ.その他ＡからＤに準ずる行為 

 

 

 

 

 

 

第 11 条.個人情報の取扱い   

 （略） 

 

第 12 条.関係規定の適用.準用 

 （略） 

 

第 13 条.契約期間    

 （略） 

 

 

これらを「暴力団員等」という)に該当し、または次のいずれかに該当

することが判明した場合 

  Ａ.～Ｄ.（略） 

Ｅ．自己、自社の役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員

等と社会的に非難されるべく関係を有すること     

Ⅲ) 契約者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれかに該当する行為を 

した場合 

Ａ.～Ｄ.（略） 

Ｅ.その他前各号に準ずる行為  

（新設） 

(3) 1 年以上にわたり、本サービスの利用がない場合は、本サービスを停止さ

せていただくことがあります。当行は事前に通知しすが、当行が行った通

知が契約者に到着しなかったとき、または延着してときは、通常到着すべ

きときに到着したものとみなします。 

 

第 20 条 個人情報の取扱い 

 （略） 

 

第 21 条 関係規定の適用.準用   

 （略） 

 

第 22 条 契約期間   

 （略） 
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第 14 条.規定の変更   

本規定の内容については、本サービスの利便性の向上または運用に支障をきた

す恐れがある場合等は、契約者に事前に通知することなく変更する場合があり

ます。その場合、変更日以降は変更後の規定に従い取扱うものとします。なお、

当行の変更によって生じた損害について当行は責任を負いません。  

 

 

第 15 条.譲渡・質入れ等の禁止   

インターネットバンキング契約に基づく契約者の権利および預金等は譲渡・質

入れすることはできません。  

 

第 16 条.リスクの承諾   

 （略） 

 

第 17 条.準拠法・合意管轄   

 （略） 

 以 上 

第 23 条 規定の変更   

(1) 本規定の内容については、本サービスの利便性の向上または運用に支障を 

きたす恐れがある場合等は、ホームページ掲載による表示その他相当の方 

法で周知することにより、変更できるものとします。 

(2) 前記(1)の変更は、周知の際に定める適用開始日から適用されるものとし 

ます。 

 

第 24 条 譲渡・質入れ等の禁止   

当行の承諾なしに、この契約に基づく契約者の権利および預金等は譲渡・質入

れできません。  

 

第 25 条 リスクの承諾   

 （略） 

 

第 26 条 準拠法・合意管轄   

 （略） 

以 上 

あきたびじん支店専用普通預金（総合口座）規定 

 

１.総合口座取引  

 (1) 次の各取引は、あきたびじん支店総合口座として利用すること（以下「こ

の取引」といいます。）ができます。なお、この取引はパーソナルコンピ

ューター等の端末機等によるインターネットを通じた依頼に基づく取引、

または、キャッシュカードによる取引に限定し、通帳は発行しません。  

① （略） 

あきたびじん支店専用普通預金（総合口座）規定 

 

第１条 総合口座取引 

１.次の各取引は、あきたびじん支店総合口座として利用すること（以下「こ

の取引」という）ができます。なお、この取引はパーソナルコンピュータ

ー等の端末機等によるインターネットを通じた依頼に基づく取引、または、

キャッシュカードによる取引に限定し、通帳は発行しません。     

(1) （略）     
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② 自由金利型定期預金（Ｍ型）（あきたびじん支店専用定期預金）（以下こ 

れらを「定期預金」といいます。）  

③ 第２号の定期預金を担保とする当座貸越  

 (2)(3)（略）  

 

２.取引の方法  

 この取引は次の方法で行います。  

(1) パーソナルコンピューター等の端末機等によるインターネットを通じた

依頼に基づく取引とします。なお、普通預金で同日に数件の支払いをする

場合にその総額が預金残高をこえる場合、そのいずれを支払うかは当行の

任意とします。  

 (2) 普通預金については、当行および当行と提携している金融機関等の現金自

動支払機による取引  

 

５.預金の払戻し等  

 (1) 普通預金は、現金自動支払機から払戻しをすることができます。この場合、

払戻請求書の提出は必要ありません。  

 (2)(3)（略） 

 

７.当座貸越  

(1)（略） 

(2) 前項による当座貸越の限度額（以下「極度額」といいます。）は、この取

引の定期預金の合計額の９０％（千円未満は切捨てます。）または５００

万円のうちいずれか少ない金額とします。 

(3) 第１項による貸越金の残高がある場合には、普通預金に受入れまたは振込

(2) 自由金利型定期預金（Ｍ型）(あきたびじん支店専用定期預金)（以下こ

れらを「定期預金」という）    

(3) 第 1 項 2号の定期預金を担保とする当座貸越   

 ２.３.（略） 

 

第２条 取引の方法   

この取引は、次の方法で行います。   

１.パーソナルコンピューター等の端末機等によるインターネットを通じた依

頼に基づく取引とします。   

 

 

２.普通預金については、当行および当行と提携している金融機関等の現金自

動受払機による取引 

 

第５条 預金の払戻し等   

１.普通預金は、現金自動受払機から払戻しをすることができます。この場合、

払戻請求書の提出は必要ありません。 

 ２.３.（略） 

 

第７条 当座貸越   

１.（略） 

２. 前項による当座貸越の限度額（以下「極度額」という）は、この取引の定

期預金の合計額の 90％（千円未満は切捨てます）または 500 万円のうち

いずれか少ない金額とします。 

３.第１項による貸越金の残高がある場合には、普通預金に受入れまたは振込
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まれた資金は貸越金残高に達するまで自動的に返済にあてます。なお、貸

越金の利率に差異がある場合には、後記第８条第１項第１号の貸越利率の

高い順にその返済にあてます。  

  

８．貸越金の担保  

 (1)(2)（略）  

 (3)  

① ②（略） 

 

９.貸越金利息等  

 (1)  

① 貸越金の利息は、付利単位を 100 円とし、毎年 2月と 8月の当行所定の 

日に、1年を 365 日として日割計算のうえ普通預金から引落しまたは貸越 

元金に組入れます。この場合の貸越利率は、その定期預金ごとにその約 4 

定利率に年 0.5%を加えた利率とします。  

② 前号の組入により極度額を越える場合には、当行からの請求がありしだ

い直ちに極度額を越える金額を支払ってください。  

③ この取引の定期預金の全額の解約があった場合には、第 1 号にかかわら

ず貸越金の利息を同時に支払ってください。  

 (2)(3)（略） 

 

10.届出事項の変更、キャッシュカードの再発行等  

 (1) キャッシュカードやお届印を失ったとき、または、お届印、氏名、住所そ

の他の届出事項に変更があったときは、直ちに当店に届出てください。こ

の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いません。  

まれた資金は貸越金残高に達するまで自動的に返済にあてます。なお、貸越

金の利率に差異がある場合には、後記第８条 2項の貸越利率の高い順にその

返済にあてます。  

 

第８条 貸越金の担保   

１.２.（略）  

３.貸越金の担保 

(1)(2)（略） 

 

第９条 貸越金利息等   

１.貸越金の利息 

(1) 貸越金の利息は、付利単位を 100 円とし、毎年２月と８月の当行所定の

日に、１年を 365 日として日割計算のうえ普通預金から引落しまたは貸

越元金に組入れます。この場合の貸越利率は、その定期預金ごとにその

約定利率に年 0.5％を加えた利率とします。    

(2) 前号の組入により極度額を越える場合には、当行からの請求がありしだ

い直ちに極度額を越える金額をお支払いいただきます。 

(3) この取引の定期預金の全額の解約があった場合には、第 1項１号にかか

わらず貸越金の利息を同時に支払ってください。 

 ２.３.（略） 

 

第 10 条 届出事項の変更、キャッシュカードの再発行等   

１.キャッシュカードやお届印を失ったとき、または、お届印、氏名、住所そ

の他の届出事項に変更があったときは、直ちに当店に届出てください。こ

の届出の前に当該届出がなされなかったことにより生じた損害について
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  (2)（略） 

 (3) 届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送した場

合には、延着しまたは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達し

たものとみなします。  

 

12.即時支払  

 (1) 次の各号の一にでも該当した場合に貸越元利金等があるときは、当行から

の請求がなくても、それらを支払ってください。  

①～③（略） 

④ 住所変更の届出を怠るなどにより、当行において所在が明らかでなく 

なったとき  

 (2) 次の各場合に貸越元利金等があるときは、当行からの請求がありしだい、 

それらを支払ってください。  

①②（略） 

  

13.解約等  

 (1)（略） 

(2) 解約時にお客さまへの返還金などがある場合には、お客さまが指定する金 

融機関の口座へ当行所定の窓口振込扱いでの振込手数料を差し引いた後 

に手続きします。振込手数料、未収手数料等が解約時の返還金等から差引 

できない場合は、即時に解約しないことがあります。  

 (3)（略） 

 

 

は、当行に責がある場合を除き、当行は責任を負いません。   

２．（略） 

３.当行が行った通知または送付した書類等が延着しまたは到達しなかった場

合には、通常到達すべき時に到達したものとみなします。  

 

 

第 12 条 即時支払   

１.次の各号の一にでも該当した場合に貸越元利金等があるときは、当行から

の請求がなくても、それらを支払うものとします。    

(1)～(3)（略） 

(4) 住所変更等の届出を怠る等により、当行が相当と認める期間、当行に 

おいて所在が明らかでなくなったとき 

２.次の各場合に貸越元利金等があるときは、当行からの請求がありしだい、 

それらを支払うものとします。 

(1)(2)（略）  

 

第 13 条 解約等   

１.（略） 

２.解約時にお客さまへの返還金などがある場合には、お客さまが指定する金

融機関の口座へ当行所定の窓口振込扱いでの振込手数料（消費税を含む）

を差し引いた後に手続きします。振込手数料、未収手数料等が解約時の返

還金等から差引できない場合は、即時に解約しないことがあります。   

 ３.（略） 
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14.差引計算等  

 (1)（略） 

 (2) 前号によって差引計算等をする場合、債権債務の利息および損害金の計算 

については、その期間を計算実行の日までとし、定期預金の利率はその約 

定利率とします。  

  

15.譲渡、質入れの禁止  

 (1) 普通預金、定期預金その他のこの取引にかかるいっさいの権利は、譲渡ま

たは質入れすることはできません。  

 

(2)（略） 

 

16.成年後見人等の届け出  

 (1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、直ち

に成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によってお届けください。  

 

 

(2)(3)(4)（略） 

(5) 前４項の届け出の前に生じた損害については、当行は責任を負いません。  

  

 

17.保険事故発生時における預金者からの相殺  

 (1) 定期預金は、満期日が未到来であっても、当行に預金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当行に対する借入金等の債務と相殺する場合に限

り当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺することができま

第 14 条 差引計算等   

１.（略） 

２.前項によって差引計算等をする場合、債権債務の利息および損害金の計算

については、その期間を計算実行の日までとし、定期預金の利率はその約

定利率とします。  

 

第 15 条 譲渡、質入れの禁止   

１.普通預金、定期預金その他のこの取引にかかるいっさいの権利は、譲渡、

質入れその他第三者の権利の設定、もしくは第三者に利用させることはで

きません。   

２.（略） 

 

第 16 条 成年後見人等の届け出 

１.家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、直ち

に成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によってお届けください。ま

た、預金者の補助人・保佐人・後見人について、家庭裁判所の審判により、

補助・補佐・後見が開始された場合も、同様にお届けください。 

 ２.～４.（略） 

５.前４項の届け出の前に当該届出・連絡がなされなかったことにより生じた

損害については、当行に責がある場合を除き、当行は責任を負いません。 

 

第 17 条 保険事故発生時における預金者からの相殺   

１.定期預金は、満期日が未到来であっても、当行に預金保険法の定める保険

事故が生じた場合には、当行に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り

当該相殺額について期限が到来したものとして、相殺することができます。
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す。なお、この預金が第８条第１項第１号により貸越金の担保となってい

る場合にも同様の取扱いとします。  

 (2)（3）（略） 

 (4) 第１項により相殺する場合の外国為替相場については当行の計算実行時

の相場を適用するものとします。  

 

 (5)（略） 

以 上 

なお、この預金が第８条により貸越金の担保となっている場合にも同様の取

扱いとします。 

 ２．３．（略） 

４.第 1 項により相殺する場合の外国為替相場については当行の計算実行時の

相場を適用するものとします。(現在、当店では外貨預金等のお取扱いはご

ざいません。)    

５.（略） 

以 上  

あきたびじん支店専用 定期預金規定 

 

当行あきたびじん支店（以下「当店」といいます。）で開設する定期預金口座は

本規定により取扱います。この規定に定めのない事項については、別途当行が定

める各取引規定により取扱います。また、この預金は、パーソナルコン  ピュ

ーター等の端末機によるインターネットを通じた依頼に基づく取引とし、証書・

通帳は発行しません。ただし、一部商品については、当行が定めた方法による取

引とします。  

  

５.（利 息）  

 (1)(2)（略） 

(3) 当行がやむをえないものと認めてこの預金を満期日前に解約する場合に

は、その利息は、預入日（継続したときは最後の継続日）から解約日の前

日までの日数によって計算し、この預金とともに支払います。利率は、解

約日における当行所定の普通預金利率を適用します。  

 (4)(5)（略） 

 

あきたびじん支店専用定期預金規定  

 

当行あきたびじん支店（以下「当店」という）で開設する定期預金口座は本規定

により取扱います。この規定に定めのない事項については、別途当行が定める各

取引規定により取扱います。また、この預金は、パーソナルコンピュー  ター

等の端末機によるインターネットを通じた依頼に基づく取引とし、証書・通帳は

発行しません。  

 

 

第５条 利 息 

１.２.（略） 

３.この預金を第 7条第 1項により満期日前に解約する場合には、その利息は、

預入日（継続したときは最後の継続日）から解約日の前日までの日数によっ

て計算し、この預金とともに支払います。利率は、解約日における当行所定

の普通預金利率を適用します。   

 ４.５.（略） 
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改定前 改定後 

７.（預金の解約、書替継続）  

 

 

 

この預金は自動継続または自動解約扱いの取扱いとします。  

  

 ８.（届出事項の変更等）  

 (1) 届出印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変

更があったときは、直ちに当店に届出てください。この届出の前に生じた

損害については、当行は責任を負いません。  

 

 (2)（略） 

以 上 

第７条 預金の解約、書替継続   

（新設） 

１.この預金は、当行がやむを得ないものと認める場合を除き、満期日前の解

約はできません。 

２.この預金は自動継続または自動解約扱いの取扱いとします。  

 

第８条 届出事項の変更等   

１.届出印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変

更があったときは、直ちに当店に届出てください。この届出の前に当該届

出がなされなかったことにより生じた損害については、当行に責がある場

合を除き、当行は責任を負いません。  

２.（略） 

以 上 

 


